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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 9,073 15.0 465 59.9 523 64.6 350 86.6

2026年３月期第１四半期 7,892 3.7 291 13.8 317 12.7 188 4.3

（注）包括利益 2027年３月期第１四半期 362百万円（74.4％） 2026年３月期第１四半期 207百万円（△1.6％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 45.71 －

2026年３月期第１四半期 24.57 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 23,075 16,199 70.2

2026年３月期 23,168 15,952 68.9

（参考）自己資本 2027年３月期第１四半期 16,199百万円 2026年３月期 15,952百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 14.00 － 15.00 29.00

2027年３月期 －

2027年３月期（予想） 14.00 － 15.00 29.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 33,500 2.5 1,400 7.7 1,480 5.6 900 △6.3 117.34

１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期１Ｑ 8,046,500株 2026年３月期 8,046,500株

②  期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 371,888株 2026年３月期 371,888株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 7,674,612株 2026年３月期１Ｑ 7,655,279株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

  （将来に関する記述等についてのご注意）

      本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

    判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

    績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当た

    っての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報

    に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、賃上げによる所得環境の改善、政府の物価高対策や補助金に

よる下支えなどを背景に、設備投資や個人消費が堅調に推移し緩やかな回復基調を維持しております。先行きにつ

いては、中東情勢の長期化による原油価格の高止まりや円安の継続、米国の関税政策の不透明感など、外需・物

価・為替を巡る下振れリスクがあり、慎重な見通しが続いております。

　このような環境のもとで、当社グループの売上高は、リビング事業において、ＬＰガスの仕入価格に連動する販

売単価が上昇し、また住宅設備部門の販売が増加したこと、及び医療・産業ガス事業において、在宅医療機器のレ

ンタルが増加したこと等により、9,073百万円と前年同四半期と比べ1,180百万円（15.0％）の増収となりました。

　損益面では、売上総利益は、2,803百万円と前年同四半期と比べ227百万円（8.8％）の増益となりました。販管

費は、2,337百万円と前年同四半期と比べ52百万円（2.3％）の増加となり、営業利益は、465百万円と前年同四半

期と比べ174百万円（59.9％）の増益となりました。

　営業外収益及び営業外費用を加減算した経常利益は、523百万円と前年同四半期と比べ205百万円（64.6％）の増

益となりました。法人税等控除後の親会社株主に帰属する四半期純利益は、350百万円と前年同四半期と比べ162百

万円（86.6％）の増益となりました。

　セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①　リビング事業

　当セグメントにおきましては、ＬＰガスの仕入価格に連動する販売単価が上昇したこと、また住宅設備部門の販

売が増加したこと等により、6,381百万円と前年同四半期と比べ952百万円（17.5％）の増収となりました。売上高

の増加に伴い売上総利益も増加し、販管費が減少したため、セグメント利益（営業利益）は、285百万円と前年同

四半期と比べ124百万円（77.1％）の増益となりました。

②　アクア事業

　当セグメントにおきましては、「知床らうす海洋深層水純水ブレンド」（エフィールウォーター）及び「スーパ

ーバナジウム富士」の販売本数が増加したこと等により、売上高は、320百万円と前年同四半期と比べ14百万円

（4.6％）の増収となりました。売上高の増加に伴い売上総利益も増加し、販管費が増加したものの、セグメント

利益（営業利益）は、13百万円と前年同四半期と比べ８百万円（170.3％）の増益となりました。

③　医療・産業ガス事業

　当セグメントにおきましては、在宅医療機器のレンタルが増加し、また産業ガス・機材部門の販売が増加したこ

と等により、売上高は、2,370百万円と前年同四半期と比べ214百万円（9.9％）の増収となりました。売上高の増

加に伴い売上総利益も増加し、販管費が増加したものの、セグメント利益（営業利益）は、167百万円と前年同四

半期と比べ41百万円（33.4％）の増益となりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は23,075百万円となり、前連結会計年度末と比べ93百万円の減少となり

ました。この主な要因は、現金及び預金の減少209百万円、売上債権（受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子

記録債権）の減少154百万円、商品及び製品の増加199百万円並びに流動資産のその他の増加165百万円でありま

す。

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は6,875百万円となり、前連結会計年度末と比べ340百万円の減少となり

ました。この主な要因は、短期借入金の増加120百万円、未払法人税等の減少274百万円、流動負債のその他の減少

181百万円並びに長期借入金の減少102百万円であります。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は16,199百万円となり、前連結会計年度末と比べ246百万円の増加と

なりました。この主な要因は、利益剰余金の増加235百万円であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想については、2026年５月14日の「2026年３月期　決算短信」で公表いたしました通期の連結業績予

想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,362,368 3,152,984

受取手形、売掛金及び契約資産 4,443,198 4,248,416

電子記録債権 380,600 420,913

商品及び製品 793,959 993,748

その他 583,040 748,163

貸倒引当金 △28,513 △27,342

流動資産合計 9,534,654 9,536,884

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,431,005 3,372,670

機械装置及び運搬具（純額） 501,880 486,339

工具、器具及び備品（純額） 2,127,051 2,217,602

土地 3,875,384 3,875,384

リース資産（純額） 326,058 327,170

その他 47,926 82,550

有形固定資産合計 10,309,305 10,361,716

無形固定資産

のれん 1,102,301 1,017,438

顧客関連資産 595,537 580,274

その他 79,378 75,425

無形固定資産合計 1,777,218 1,673,138

投資その他の資産

投資有価証券 1,156,892 1,173,371

関係会社株式 9,400 9,400

繰延税金資産 74,436 67,748

その他 308,592 255,036

貸倒引当金 △1,758 △1,758

投資その他の資産合計 1,547,563 1,503,798

固定資産合計 13,634,087 13,538,653

資産合計 23,168,741 23,075,537

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,728,286 1,807,303

電子記録債務 1,558,519 1,562,552

短期借入金 － 120,000

１年内返済予定の長期借入金 502,773 470,434

リース債務 134,503 131,653

未払法人税等 386,608 111,662

契約負債 21,201 86,105

役員賞与引当金 3,260 －

その他 1,016,975 835,496

流動負債合計 5,352,127 5,125,207

固定負債

長期借入金 682,882 580,344

リース債務 224,160 228,234

繰延税金負債 378,197 437,945

役員退職慰労引当金 203,339 135,099

退職給付に係る負債 33,346 29,987

その他 341,726 338,758

固定負債合計 1,863,652 1,750,369

負債合計 7,215,780 6,875,576

純資産の部

株主資本

資本金 870,500 870,500

資本剰余金 1,009,400 1,009,400

利益剰余金 13,806,751 14,042,466

自己株式 △266,517 △266,517

株主資本合計 15,420,134 15,655,849

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 532,827 544,111

その他の包括利益累計額合計 532,827 544,111

純資産合計 15,952,961 16,199,960

負債純資産合計 23,168,741 23,075,537
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 7,892,435 9,073,216

売上原価 5,315,893 6,269,601

売上総利益 2,576,541 2,803,615

販売費及び一般管理費 2,285,306 2,337,932

営業利益 291,235 465,682

営業外収益

受取利息 152 495

受取配当金 16,292 24,131

受取賃貸料 6,578 7,208

保険解約返戻金 － 14,347

その他 8,823 16,463

営業外収益合計 31,845 62,646

営業外費用

支払利息 1,901 3,112

不動産賃貸費用 2,035 2,029

その他 1,299 35

営業外費用合計 5,235 5,178

経常利益 317,845 523,150

特別利益

固定資産売却益 2,006 5,283

投資有価証券売却益 2,580 －

特別利益合計 4,586 5,283

特別損失

固定資産除売却損 388 2,669

特別損失合計 388 2,669

税金等調整前四半期純利益 322,043 525,764

法人税、住民税及び事業税 56,959 113,657

法人税等調整額 77,027 61,272

法人税等合計 133,986 174,929

四半期純利益 188,057 350,834

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 188,057 350,834

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 19,577 11,284

その他の包括利益合計 19,577 11,284

四半期包括利益 207,634 362,118

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 207,634 362,118

（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

　　（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

報告セグメント

その他 合計

リビング事業 アクア事業
医療・産業ガ

ス事業
計

売上高

ぽっぽガス 1,371,417 － － 1,371,417 － 1,371,417

エネルギー 3,156,294 － － 3,156,294 － 3,156,294

住宅設備機器 764,586 － － 764,586 － 764,586

アクア － 306,301 － 306,301 － 306,301

在宅医療 － － 1,134,437 1,134,437 － 1,134,437

医療ガス － － 413,550 413,550 － 413,550

産業ガス・機材 － － 608,769 608,769 － 608,769

顧客との契約から
生じる収益

5,292,298 306,301 2,156,758 7,755,358 － 7,755,358

その他の収益　(注)２ 137,077 － － 137,077 － 137,077

外部顧客への売上高 5,429,375 306,301 2,156,758 7,892,435 － 7,892,435

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 5,429,375 306,301 2,156,758 7,892,435 － 7,892,435

セグメント利益 161,140 4,905 125,189 291,235 － 291,235

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2025年４月１日　至　2025年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　セグメント利益の合計は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と一致しております。

２　「報告セグメント」における「その他の収益」は、「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」

に基づき実施される「電気・ガス価格激変緩和対策事業」により、ＬＰガス料金の値引きの原資として受

領する補助金であります。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他 合計

リビング事業 アクア事業
医療・産業ガ

ス事業
計

売上高

ぽっぽガス 1,432,239 － － 1,432,239 － 1,432,239

エネルギー 3,945,714 － － 3,945,714 － 3,945,714

住宅設備機器 883,797 － － 883,797 － 883,797

アクア － 320,396 － 320,396 － 320,396

在宅医療 － － 1,284,259 1,284,259 － 1,284,259

医療ガス － － 426,104 426,104 － 426,104

産業ガス・機材 － － 660,461 660,461 － 660,461

顧客との契約から
生じる収益

6,261,751 320,396 2,370,825 8,952,973 － 8,952,973

その他の収益　(注)２ 120,242 － － 120,242 － 120,242

外部顧客への売上高 6,381,994 320,396 2,370,825 9,073,216 － 9,073,216

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 6,381,994 320,396 2,370,825 9,073,216 － 9,073,216

セグメント利益 285,403 13,257 167,021 465,682 － 465,682

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2026年４月１日　至　2026年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１　セグメント利益の合計は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と一致しております。

２　「報告セグメント」における「その他の収益」は、「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」

に基づき実施される「電気・ガス価格激変緩和対策事業」により、ＬＰガス料金の値引きの原資として受

領する補助金であります。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

該当事項はありません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

減価償却費 302,761千円 354,129千円

のれんの償却額 94,037千円 84,271千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年７月29日

大丸エナウィン株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

　大阪事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 秋葉　　陽

指定社員
業務執行社員

公認会計士 松井　勝裕

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている大丸エナウィン株式会社の2026年４月１日から2027年

３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期連結

累計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されてい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める

記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表

に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開

示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２．XBRL データ及びHTML データは期中レビューの対象には含まれていません。

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

　　ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

　　される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

　　認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所

　　の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認めら

　　れる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されてい

　　る。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提

　　に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意

　　を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財

　　務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

　　書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

　　能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１

　　項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務

　　諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせ

　　る事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

　　監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

　　で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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